








An Empirical Analysis of the Impact of Japanese Enterprise 
Profi tability on Gender Diversity in Economic Policies and 




 The purpose of this study is to make policy recommendations for gender diversity 
in economic policies and quota system in Japan. An economic analysis is carried out 
regarding the effect of the Japanese enterprises’ profitability on GDM(Gender 
Diversity in Management) and WLB(Work-Life Balance) compared to Korean and 
Chinese enterprises.
 The economic estimates revealed an increase in return on female manager’s ratio 
in Japanese large companies. In short, the discriminatory preference theory suggests 
that women in Japan and Korea are employed not for the productivity of their labor 
but for the cheapness of their wages, to reduce business costs.
 In addition, through the results of each country, we examine the effect of the real 
quota system. Even after approximately ten years since the introduction of the real 
quota system in Korea, employment of women does not necessarily raise corporate 
earnings when the female ratio does not reach forty percent beyond the minority 
group of twenty to forty percent. On the other hand, in the case where the GDM 
penetrated and the female ratio exceeded forty percent in China, the rise in the female 
ratio raised corporate profi tability. For the background, unlike fi xed labor markets of 
Japanese and Korean work type, China is the fl uid labor market of the job type which 
is easy to achieve WLB.





る "Can women save Japan?"［Steinberg and Nakane（2012）］では、日本女性の労働
力率が G7 平均に上がれば、日本の 1 人当たり GDP が 4％増加するという 2。
　女性に焦点が当たるのは、人口減少に関して生む性であり、財政赤字に関して潜在的労

















増している［石塚（2014b）］。中国は GGGI を 2013 年第 69 位から 2016 年第 99 位に下
げて日韓に近づいた。
　一方、相違点として、韓国は 1997 年のアジア通貨危機に伴う IMF 提言などを経て、
施策導入などのスピードが早い。特に 1987 年 12 月施行の男女雇用平等法を、日本の女
性活躍推進法より 10 年早い 2006 年 3 月に「男女雇用平等及び仕事・家庭両立支援に関
する法律」と改名して、少子・高齢化に伴う国際経済競争力の低下を阻止するための女性
活用という目的で積極的雇用改善措置制度（AA 制度）を導入した。当初の対象企業は常
















る。日本政府は 2003 年に「202030」（2020 年までに指導的地位の女性割合が、現状の
約 10％から 30％になるよう期待するとした政策目標）を掲げた。しかし 2015 年末に、
30％達成は困難として、民間企業の女性課長職は 15％（公務員は 7％）で「202015」な
どと目標を引き下げた。一方、世界では 2015 年に国連が加盟国政府や企業に「203050」
つまり 2030 年までに指導的地位女性割合を 50％目標にすると働きかけて実現をめざし
ている。






















（2012）は、WPS（韓国労働パネルデータ）2005 年から 2009 年を用いて OLS や 2SLS
法により、女性常時雇用労働者基準が ROA（総資産利益率）と負の相関があることを導
出した。
　また中国企業について特に女性活用等の推定はみられないが、Todo,Inui and Yuan 














　日本企業は、2015 年 8 月に、大都市が多いが、日本全国の従業員 80 人以上規模企業
の総務部あるいは人事部の管理職を対象にした 220 社である。
　韓国および中国企業データは、2013 年 3 月に開始され、韓国は 6 月、中国は 5 月ま
で、従業員 100 人以上規模企業の人事担当管理職を対象にした定量調査であり、最終サ
ンプルは韓国 305 社、中国 300 社である。調査対象企業は母集団に基づくソフト・クォー
タ（割り当て）で、①企業規模（従業員数）、②三大産業分類、③指定都市の 3 階層に加
え、④企業の所有形態別の割合も緩やかに考慮されている 5。上記③は、中国では北京































し 20％から 40％、特に 35％程度になると“マイノリティ（少数派：MN と略す）”とい
うグループになり、全体の意思決定にいくらか影響するようになる。さらに 40％を超え
て MN でなくなると、役割行動が変わるという。旧“マジョリティ（多数派：MJ と略
す）”グループが予想する従来同様の行動を、旧 MN グループはとらなくなるという。す













合的な収益力に基づく。収益性を表す変数である ROA（Return On Assets：総資産利益
率）は［利益÷総資産］で算出し、自己資本のみならず借入金などの負債も含めて事業に













　　　ROA ＝ α ＋ β・GDM ＋ γ・WLB ＋ δ・CO ＋ u （式 1）　　











都圏 / ソウル市 / 上海市ダミー、⑤近畿圏 / 京幾道 / 広州市ダミー、⑥第 2 次産業ダ
ミー、⑦大企業ダミーであり、α は定数項、u は誤差項を表す 7。
　企業が女性の積極的活用を促進している指標となる GDM の①から③がプラスであれば
GDM 企業といえる。また、森川（2007）による第 2 次産業と第 3 次産業を分けて捉え
ることの重要性に倣い、データセットを産業別や企業規模別に分けたモデルも分析する。
　GDM 施策の一つに CSR（Corporate Social Responsibility: 企業の社会的責任）を挙
げたのは、企業が GDM や WLB を取り込む場合、利益のみならず、CSR として多様性
を有するステイクホルダーに配慮した経営が求められるからである。すなわち株主・顧
客・従業員・得意先・地域社会、さらに将来の世代など広義のステイクホルダーを対象に
CSR 経営をしていくことが望まれる［Orlitzky et al.（2003）］。日本では、1970 年代か
ら「企業の社会的責任」という言葉がいち早く用いられ、大企業が中心で実施されてい
る。韓国は、1990 年代に認識され始め、当初は財閥企業を中心であったが、2006 年以後




























最も高い。AA 制度により、従業員や管理職の指定女性割合に未到達の従業員 500 人以上
企業は、達成が義務化されている。
　また世界的にみても、固定的な work 型の労働市場は日本と韓国であり、中国は欧米同
様の job 型で流動的な労働市場である 8。表 -1（ⅳ）就業者属性によると、女性正社員の
データ出所：「男女の人材活用に関する企業調査」（2015：日本）（2013：中国・韓国）．
注 1：（ⅰ）②「貴社では、女性社員を増やそうとしていますか？」について、「はい」「いいえ」の 2 選択肢のうち
「はい」と回答した企業ダミー。（ⅱ）①「女性正規社員について伺います。「1．制度があり、休暇が取れる．」「2．
制度はないが、周囲が理解するので休暇が取れる．」「3．制度はあるが、休暇が取りづらい．」「4．制度はなく、取




1 および 2 と回答した企業ダミー。（ⅲ）人事担当の回答者に対して、「女性に管理職・管理職候補が少なく、男性に
多い理由について、あなたはどう思いますか？」の付問として、①「女性のほうが長期間、働き続けようという意欲
が低い人が多いから」、②「男性には家事・育児・介護の負担がないから」について、「1．強くそう思う」「2．やや
そう思う」「3．あまりそう思わない」「4．全くそう思わない」のうち、1 および 2 と回答した企業ダミー。
注 2：地域ダミーのベースカテゴリーは、日本は首都圏 4 都県と近畿圏 3 府県以外、中国は北京市、韓国は仁川市な
どである。
注 3：第 2 次産業は製造業や建設業、第 3 次産業とは第 1 次（農林漁業など）と第 2 次以外のすべてで直接的な生
産に携わらないサービス業などの産業である。
注 4：中企業の従業員規模は、日本 81-300 人・中国 100-499 人・韓国 100-299 人である。大企業は、日本 301 人以




勤続年数が中国 3.91 年で、日本 9.34 年や韓国 4.83 年に比べて短い。また女性割合は①
経営層 31％、②管理職 42％、③正社員 47％で、上位職ほど減少するものの、日本や韓
国に比べて別格で高く、中国の労働市場は欧米のように流動的といえる。因みに（ⅰ）



























に「女性活躍推進法」が国会で成立し、翌 2016 年 4 月に従業員 301 人以上の企業は女性
雇用計画提出が決定したことが考えられる。
　4）次に韓国企業において、特に大企業では、正社員の女性割合が高いほど、企業収益
が低いという負の数値は大きく、製造業でも認められた。2006 年の AA 制度の導入によ







注 1：被説明変数を営業利益ベースの ROA として、最小二乗法で推定した。
注 2：†、***、**、* は、各 0.1％、1％、5％、10％で統計的有意であることを示している。



































































導入後およそ 70 年間を経て、MN を超えて 40％超（表－ 1 で 42％）になると、本来の
ダイバーシティ能力が発揮されて、女性割合の上昇が収益を増大させるケースである。さ
らに中国労働市場は、日本と韓国の work 型の固定的な労働市場と異なり、job 型の流動
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